虐待防止のための指針
放課後等デイサービス　セカンドハウス
1．目的
本指針は、利用する児童の尊厳及び権利を守り、虐待を未然に防止するとともに、虐待又は虐待が疑われる事案を早期に発見し、適切かつ迅速に対応することを目的とする。
2．基本方針
当事業所は、利用児童一人ひとりの人格を尊重し、安全で安心できる環境の中で支援を行う。職員は、児童に対するいかなる虐待も行わず、虐待につながる不適切な支援についても見過ごさない。
3．虐待の種類
虐待には、身体的虐待、性的虐待、心理的虐待、放棄・放置（ネグレクト）等があることを理解し、児童の権利及び尊厳を損なう行為を防止する。
4．不適切な支援の防止
大声で叱責する、人格を否定する、無視する、必要以上に行動を制限する、他の児童の前で羞恥心を与える等、虐待には至らない場合であっても児童の尊厳を損なう行為を防止する。
5．虐待防止委員会等
虐待防止責任者を中心として虐待防止に関する体制を整備する。虐待防止委員会等を開催し、虐待防止に関する取り組み、職員研修、事例検討、チェックリストの活用及び再発防止策等について検討する。
6．職員研修
虐待防止に関する知識及び理解を深めるため、職員に対して定期的に研修を実施する。また、研修内容及び参加者等を記録する。
7．虐待又は虐待が疑われる事案の報告
虐待又は虐待が疑われる事案を発見した職員は、自己判断で隠したり、事実をもみ消したりせず、速やかに管理者又は虐待防止責任者へ報告する。必要に応じて、関係機関への相談・通報等を行う。
8．虐待発生時の対応
虐待が発生した場合又は虐待が疑われる場合は、児童の安全確保を最優先とし、速やかに事実確認を行う。必要に応じて関係機関と連携し、適切な対応及び再発防止策を講じる。
9．相談・苦情への対応
児童及び保護者等から虐待や不適切な支援について相談・苦情があった場合は、真摯に受け止め、事実確認及び必要な対応を行う。相談・通報等を行ったことを理由として、不利益な取扱いを行わない。

10．身体拘束との関係
身体拘束については、原則として行わない。やむを得ず身体拘束を行う場合は、関係する基準及び事業所の身体拘束等適正化に関する取り組みに基づき、適切に対応・記録する。
11．指針の閲覧
本指針は、利用児童及び保護者等が閲覧できるよう、事業所内への掲示、書面での備え付けその他の方法により周知する。
12．その他虐待防止のために必要な事項
職員相互に気づきを共有し、支援内容を振り返る機会を設けるなど、虐待の防止及び適正な支援の推進に努める。本指針は、必要に応じて見直しを行う。

